裁判員制度における刑事裁判への参加意識
平成18 年12 月
・参加したい 5.6％
・参加してもよい 15.2％
・あまり参加したくないが，義務であるなら参加せざるをえない 44.5％
・義務であっても参加したくない 33.6％
・わからない 1.2％
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出典「裁判員制度に関する特別世論調査」の概要　内閣府政府広報室
資料２

裁判員制度は合憲…殺人事件で東京高裁判決

　知人の中国人男性に対する殺人などの罪に問われ、１審・宇都宮地裁の裁判員裁判で懲役１８年の判決を受けた中国籍で整体師の付佳男被告（２６）の控訴審判決が２２日、東京高裁であった。

　被告側は控訴審で、「憲法は裁判官のみの裁判を想定しており、裁判員制度は被告の裁判を受ける権利を侵害している」と主張したが、小西秀宣裁判長は「憲法は裁判官以外のものを裁判所の構成員とすることを禁じておらず、被告の権利を侵害するものではない」との合憲判断を示し、被告側の控訴を棄却した。裁判員制度が憲法に適合するかどうかを判断した判決は初めてと見られる。

　弁護側の主張に対し、判決は、憲法と同時に制定された裁判所法が、陪審制度を設けることを妨げないと規定していることなどから、「憲法制定当時の立法者の意図も、国民の参加した裁判を排除するものではなかった」と述べた。

　その上で、裁判員制度が、有罪認定や刑の重さについては裁判員だけの多数では決められず、裁判官の意見を含む過半数で決めるとしている点に触れ、「法に従った公平な裁判を求めている憲法の要請に沿う」と結論づけた。

　また、裁判員に選任された人が裁判員を務めることを強制されるのは苦役を禁じた憲法に反するとの主張に対しては、「司法に対する信頼の向上などを図る制度の意義の重要性を踏まえると、国民の負担は必要最小限で、憲法に抵触するとは言えない」と判断した。
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裁判員制度合憲理由の要旨　東京高裁

　殺人罪などに問われた中国籍の男の控訴審判決で２２日、東京高裁が裁判員制度を合憲と示した理由の要旨は以下の通り。

　弁護人は、憲法は司法権の担い手として裁判官のみを予想して設計され、裁判員制度は憲法の予想しない制度であり、憲法が定めた被告の裁判を受ける権利を侵害すると主張する。

　憲法は司法権について、裁判官を下級裁判所の基本的な構成員として想定していることは明らかだが、下級裁判所の構成は直接定めておらず、裁判官以外の者を下級裁判所の構成員とすることを禁じてはいない。

　憲法と同時に制定された裁判所法が刑事について陪審の制度を設けることを妨げないと規定していることや、憲法が「裁判所における裁判」を受ける権利を保障していることからも、憲法制定時の立法者の意図も、国民の参加した裁判を許容するか、少なくとも排除するものではなかったことは明らかだ。

　裁判員法は、公平な裁判ができる裁判員を確保するために、資格要件や職権の独立の規定などがある。適正な手続きの下で証拠に基づく事実認定が行われ、法が適正に解釈、適用されることを制度的に保障するために、法令の解釈や訴訟手続きは裁判官が判断し、裁判員が関与する事項は、裁判官と裁判員が対等な権限で十分な評議を行い、判断は裁判官と裁判員の双方の意見を含む合議体の過半数で決められることとされている。このような裁判員制度は憲法の要請に沿うもので、被告の権利を侵害しない。

　弁護人は、参加意思の有無にかかわらず国民に裁判への参加を強制し、守秘義務や財産上の不利益を課す裁判員制度は、憲法が保障する国民の基本的人権を侵害すると主張する。しかし、裁判員になることを義務付けているのは、裁判員制度が司法への国民の理解増進と信頼の向上に資するという重要な意義があり、そのためには広く国民の司法参加を求めるとともに負担の公平を図る必要があるためで、十分合理性のある要請に基づくものだ。やむを得ない事由がある場合には辞退を認めるなど負担軽減の措置がある。義務付けは裁判員制度を円滑に実施するための必要最小限のものと評価でき、憲法に抵触するとはいえない。

　裁判員らに守秘義務を課すことは、適正な刑事裁判に必要不可欠であり、表現の自由を保障した憲法に抵触しない。

　裁判員制度の目的が公共の福祉に合致することは明らかで、財産上の不利益が生じる可能性があるからといって、制度を設置した立法府の判断が合理的裁量の範囲を超えるとはいえない。

　弁護人は、裁判員制度の証拠開示手続きに不公平があり、憲法が定めた適正手続きの保障を侵害すると主張するが、充実した審理のための公判前整理手続きで当事者に主張を明示させ、証拠を開示させるとしており、目的や手続きは合理的かつ妥当で、憲法には違反しない。
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